（第１次）能代市行財政改革大綱の検証・総括
１　大綱の主な考え方

□推進期間　　平成１９年度～平成２４年度

□改革の視点　　①「あれも、これも」から「あれか、これか」へ発想を転換する

　　　　　　　　　　②全市的視野で見直すべきものは勇気をもって変える

　　　　　　　　　　③市民と行政それぞれの「自律」を基に、みんなが手を携え「協働」してまちづくりを進める

□改革の方向性　　１．健全な財政運営の確保

　　　　　　　　　　２．変化に対応できる体制づくり

　　　　　　　　　　３．行政の事務や役割の見直し

□実施項目　　６３項目（小項目含め７６項目）

２　実施項目における評価と具体的な成果

１．健全な財政運営の確保
	項　　　　　目
	実　施
項目数
	総　合　評　価

	
	
	Ａ
ほぼ達成80％以上
	Ｂ
概ね達成50％以上
	Ｃ
一部達成50％未満
	Ｄ
未達成

	（１）歳入の確保
	８
	４
	０
	４
	０

	（２）歳出の整理・適正化
	３
	３
	０
	０
	０

	（３）公会計の整備及び資産・債務管理
	２
	１
	１
	０
	０

	（４）地方公営企業の経営健全化
	４
	３
	１
	０
	０

	計
	１７
	１１
	２
	４
	０


○市税等のコンビニ納付やダンクカード・もっくんカードによる支払等の開始により納付の利便性が向上し、督促件数が減少した。

○未利用土地を処分し、６年間で８，９４７万円の歳入を確保した。

○物件費のマイナスシーリングなど徹底した歳出削減に取り組むことにより、平成１９年度から２３年度までに一般財源ベースで総額約３億１，３００万円を削減した。

○水道料金を改定し、水道事業の経営健全化を図った。
２．変化に対応できる体制づくり
	項　　　　　目
	実　施
項目数
	総　合　評　価

	
	
	Ａ
ほぼ達成80％以上
	Ｂ
概ね達成50％以上
	Ｃ
一部達成50％未満
	Ｄ
未達成

	（１）行政の透明性の向上
	２
	２
	０
	０
	０

	（２）効率的にサービスを提供できる体制づくり
	８
	５
	１
	２
	０

	（３）定員管理の適正化、給与の見直しの推進
	６
	５
	０
	１
	０

	計
	１６
	１２
	１
	３
	０


○市民サービスセンターの開設や延長窓口の実施、戸籍の電算化により、市民の利便性が向上した。

○組織機構の見直しや能代マネジメントシステムの実施により、行政組織の簡素化、効率化、職員の改善意識の高揚を図った。

○第２次定員適正化計画を策定し、職員数の適正化を行うとともに、各種職員手当を見直すことにより、人件費を削減した。

３．行政の事務や役割の見直し

	項　　　　　目
	実　施
項目数
	総　合　評　価

	
	
	Ａ
ほぼ達成80％以上
	Ｂ
概ね達成50％以上
	Ｃ
一部達成50％未満
	Ｄ
未達成

	（１）事務の見直し
	２２
	１４
	６
	１
	１

	（２）施設の見直し
	２１
	１４
	６
	１
	０

	計
	４３
	２８
	１２
	２
	１


○公用車の集中管理や契約事務の平準化、学校給食調理・運搬業務の民間委託等により、業務の簡素化、効率化を図った。

○保育所、小学校の統廃合を計画的に進めるとともに、公の施設の指定管理者制度導入を推進し、経費削減やサービスの向上を図った。
　●能代、二ツ井地域における自治会等への支援制度等の統一については、地域の実情等から、引き続き検討することとした。

【全体評価】
所管課による評価は、実施項目の６７％（５１項目）が「ほぼ達成（８０％以上）」、

２０％（１５項目）が「概ね達成（５０％以上）」であった。
	行財政改革の方向性
	実　施
項目数
	総　合　評　価

	
	
	Ａ
ほぼ達成

80％以上
	Ｂ
概ね達成

50％以上
	Ｃ
一部達成

50％未満
	Ｄ
未達成

	１．健全な財政運営の確保
	１７
	１１
	２
	４
	０

	２．変化に対応できる体制づくり
	１６
	１２
	１
	３
	０

	３．行政の事務や役割の見直し
	４３
	２８
	１２
	２
	１

	計
	７６
	５１
	１５
	９
	１


	総合評価
	実施項目数
	割合（％）

	Ａ　ほぼ達成（８０％以上）
	５１
	６７

	Ｂ　概ね達成（５０％以上）
	１５
	２０

	Ｃ　一部達成（５０％未満）
	９
	１２

	Ｄ　未達成
	１
	１

	計
	７６
	１００


３　（第１次）行財政改革の総括

第１次行財政改革は、地方分権の進展や行政ニーズの高度化、多様化、新たな財政需要など課題も多くある中で、改革の視点、方向性に沿った行財政改革を概ね推進することができた。
改革の主な成果等の総括は、次のとおりである。

○税収の減少など厳しい財政状況が予想される中で、定員適正化やマイナスシーリングなど徹底した歳出節減に取り組み、財政状況の改善に努めた。

平成２０年度末に７億５４５万円まで減少していた財政調整基金は、２１年度末から増加に転じ、２４年度末には３１億円を超えるなど、良好な財政状況へ改善を図ることができた。

平成２８年度以降の段階的な地方交付税の減少を見据え、引き続き財政運営の安定化に努めるとともに、今後は、重要施策への重点配分をさらに進め、限られた財源を効果的に市民生活の充実につなげていく必要がある。
○業務の民間委託、公の施設への指定管理者制度の導入など、経費節減やサービスの向上をめざし、民間能力の積極的な活用を図ってきた。

平成１８年度以降、４６施設において指定管理者制度を導入し（うち５施設は後に譲渡）、業務の簡素化、人件費の削減等の成果が得られた一方、指定管理者との役割、経費分担の明確化など、整備すべき様々な課題が見えてきた。

今後も民間活力を積極的に活用していくうえで、市民満足度の視点から課題を精査し、指定管理者との情報共有、連携体制の強化を図りながら、より効果的な制度の運用を推進していく必要がある。

○合併による旧市町の行財政システムの統一、調整や職員数の適正化に努めるとともに、能代マネジメントシステムの導入等により、職員の能力向上、業務改善を推進し、行財政運営の効率化を図ってきた。

しかし、近年、地域主権改革による権限移譲や新たな課題への対応など、社会経済情勢の変化に伴い、業務量と職員数とのバランスが、課題の一つとなっている。

今後、組織機構、事務事業の見直しなどにより、行財政運営の効率化に一層努めるとともに、市民サービスの向上という観点から、さまざまな政策課題に対応できる人材確保や職員の適正配置を図っていく必要がある。



















